
 総社市職員コンプライアンス条例施行規則をここに公布する。 

 

  平成２６年９月３０日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市規則第２５号 

 

総社市職員コンプライアンス条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は，総社市職員コンプライアンス条例（平成２６年総社市条例第２３号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（コンプライアンス外部委員会の組織及び運営） 

第２条 条例第１２条第１項に規定する総社市コンプライアンス外部委員会（以下「外部委員会」とい

う。）は，会長，副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長及び副会長は，委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は，会務を総理し，外部委員会を代表する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。 

５ 外部委員会の会議は，会長が招集し，会長が議長となる。 

６ 外部委員会は，委員の過半数の出席がなければ，会議を開くことができない。 

７ 外部委員会は，必要があると認めるときは，事実関係人又は専門的な知識を有する者の出席を求め，   

意見を聴くことができる。 

８ 外部委員会の会議は，非公開とする。 

（コンプライアンス推進会議の組織及び運営） 

第３条 条例第１３条第１項に規定する総社市コンプライアンス推進会議（以下「推進会議」という。）

は，委員長，副委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は副市長を，副委員長は政策監を，委員は総務部長，市民環境部長，保健福祉部長，産業部

長，建設部長，水道部長，消防長及び教育次長をもって充てる。 

３ 委員長は，推進会議の事務を総理する。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故あるとき，又は委員長が欠けたときは，その職務を代

理する。 

５ 推進会議の会議は，委員長が招集し，委員長が議長となる。 

６ 委員長は，会務を総理し，推進会議を代表する。 

７ 推進会議は，必要があると認めるときは，事実関係人又は専門的な知識を有する者の出席を求め， 

意見を聴くことができる。 

８ 推進会議の会議は，非公開とする。 

 （関係機関等との連携） 

第４条 推進会議は，不当要求行為の防止を図るため，岡山県警察本部，所轄警察署，公益財団法人岡

山県暴力追放運動推進センター及び総社市顧問弁護士と緊密な連携を図るものとする。 

（公益通報に係る調査） 

第５条 外部委員会及び推進会議は，条例第１６条の規定による調査または審査を行うときは，事実関

係人に対し，必要な資料の提出を求め，説明及び意見を聴取することができる。 

２ 外部委員会及び推進会議は，条例第１５条第１項に規定する公益通報者（以下「公益通報者」とい

う。）の秘密を保持するため，公益通報者が特定されないように努めなければならない。 

（書面による公益通報） 

第６条 条例第１４条第２項本文に規定する公益通報を行う場合の書面は，公益通報書（様式第１号）

によるものとする。この場合において，公益通報の内容を客観的に証明できる資料等がある場合は，

これを添付するものとする。 

（公益通報の審査等の通知等） 

第７条 条例第１６条第１項の規定による通知は，前条の公益通報書の写しを外部委員会へ提出するこ

とにより行うものとする。 

２ 条例第１６条第２項の規定による報告は，公益通報調査報告書（様式第２号）によるものとする。 



３ 条例第１６条第４項又は第５項本文の規定による通知は，公益通報審査結果通知書（様式第３号）に

よるものとする。 

 （要望等の記録） 

第８条 条例第１８条第１項の規定による要望等の記録は，要望等記録兼報告書（様式第４号。以下「報

告書」という。）に必要な事項を記載して行うものとする。 

 （要望等の移送） 

第９条 職員は，当該職員が所管する職務以外に関する要望等を受けたときは，当該要望等を所管する

所属の職員に適切に移送するものとする。 

 （要望等の報告等） 

第１０条 職員は，報告書により，当該職員の所属に係る部長まで報告するものとする。 

２ 職員は，前項の規定により部長まで報告した後，速やかに，当該報告書の写しを総務課長に提出す

るものとする。 

（不当要求行為監督責任者等） 

第１１条 不当要求行為による被害を防止するために必要な措置を講ずるため，暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第１４条第１項の規定に基づき監督責任者及び

防止責任者を置く。 

２ 監督責任者は，部の長（相当職を含む。）をもって充てる。ただし，監督責任者が所属長（課及び

課に相当する組織の長をいう。以下同じ。）の場合には，防止責任者を兼ねるものとする。 

３ 防止責任者は，所属長をもって充てる。 

（監督責任者の責務） 

第１２条 監督責任者は，不当要求行為の防止及び対策に関する部内の総括，連絡調整，情報交換，相

談及び指導並びに推進会議との連絡調整を行うものとする。 

（防止責任者の責務） 

第１３条 防止責任者は，所属職員の公正な職務の遂行の確保に努め，その行動について適切に指導監

督しなければならない。 

２ 防止責任者は，それぞれの職場において不当要求行為が発生し，又は発生するおそれがあると認め

るときは，直ちに相手方に対して注意又は警告を発し，退去を命じ，排除を行い，その他適法かつ公

正な職務の遂行を確保するために必要な措置を講じなければならない。 

３ 防止責任者は，部内等に監督責任者がいない場合には，前条に規定する監督責任者の責務も果たす

ものとする。 

（不当要求行為防止対策推進員） 

第１４条 不当要求行為の被害の防止を図るため，不当要求行為防止対策推進員（以下「推進員」とい

う。）を置く。 

２ 推進員は，所管する業務に関して発生した不当要求行為について，防止責任者を補佐しなければな

らない。 

３ 推進員は，各課（課に相当する組織を含む。）から市長が指名する。 

 （不当要求行為に係る職員の責務） 

第１５条 職員は，不当要求行為があった場合は，これを拒否するなど毅然とした対応をしなければな

らない。 

２ 不当要求行為により職員その他の者に切迫した危険があると思料される場合には，所属長若しくは

上司の指示又は職員自らの判断により，警察への通報その他の必要な措置を講ずるものとする。この

場合において，職員は条例第２０条第１項の規定による記録に添えて当該措置の内容を報告しなけれ

ばならない。 

３ 職員は，不当要求行為に対して相互に協力して対応しなければならない。 

 （不当要求行為に係る調査） 

第１６条 外部委員会及び推進会議は，条例第２１条の規定による調査又は審査を行うときは，事実関

係人に対し，必要な資料の提出を求め，説明及び意見を聴取することができる。  

（不当要求行為の報告等） 

第１７条 条例第２０条第１項の規定による報告は，不当要求行為報告書（様式第５号）によるものと

する。 

 （不当要求行為の記録の提出等） 

第１８条 条例第２１条第１項の規定による記録の提出は，条例第２０条第２項の規定により提出され

た不当要求行為報告書を外部委員会に提出することにより行うものとする。 



２ 条例第２１条第２項の規定による報告は，不当要求行為不提出報告書（様式第６号）によるものと

する。 

 （不当要求行為の審査の通知） 

第１９条 条例第２１条第６項の規定による通知は，不当要求行為審査結果通知書（様式第７号）によ

るものとする。 

 （調査の事務補助） 

第２０条 外部委員会及び推進会議は，条例第１６条及び第２１条の規定による調査又は審査を行うに

当たり，事務局に調査又は審査に関する事務補助を行わせることができる。 

 （公表の方法） 

第２１条 条例第８条，第１６条第６項，第１７条第１項及び第３項，第２１条第７項並びに第２２条

第２項の規定による公表は，総社市公告式条例（平成１７年総社市条例第３号）に定める掲示場に掲

示して行うほか，市広報，ホームページその他の必要な方法により行うものとする。 

 （その他） 

第２２条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

 この規則は，平成２６年１０月１日から施行する。 

 



様式第１号（第６条関係） 

 

 

公 益 通 報 書 

 

年  月  日 

 

 

                様 

 

氏名（職員にあっては，所属及び

職名も記入） 

 

電 話 番 号  

公益通報事実 

具体的な内容  

証 拠 等  

公益通報の対象となる者の所属，

職名及び氏名 

 

調査及び審査の結果の通知の希

望 

□希望する       □希望しない 

希 望 す る 場 合 の 送 付 先  

 

１ 不正な行為の根拠を示すことができる場合は，匿名で通報ができます。 

２ 証拠等の欄には，具体的な証拠の所在を記入してください。また，差し支えなければ，証拠の提出

をお願いします。 

 

 

 

 

 



様式第２号（第７条関係） 

 

 

公 益 通 報 調 査 報 告 書 

 

年  月  日 

 

 

  総社市コンプライアンス外部委員会会長 様 

 

 

総社市コンプライアンス推進会議委員長 

 

公益通報の事実について，調査を行った結果を次のとおり報告します。 

 

受 理 年 月 日 年  月  日 

公 益 通 報 の 方 法  

公 益 通 報 者 の 氏 名 

（職員にあっては，所属及び

職名も記入） 

 

公 益 通 報 の 内 容  

公益通報の内容が事実でな

いと認める理由又は公益通

報に該当しないと判断した

理由 

 

  



様式第３号（第７条関係） 

 

 

公 益 通 報 審 査 結 果 通 知 書 

 

年  月  日 

 

 

                様 

 

総社市コンプライアンス外部委員会会長 

 

 公益通報の事実について，調査及び審査を行った結果を次のとおり通知します。 

 

受 理 年 月 日 年  月  日 

公 益 通 報 の 方 法  

公 益 通 報 者 の 氏 名 

（職員にあっては，所属及び

職名も記入） 

 

公 益 通 報 の 内 容  

調 査 及 び 審 査 の 結 果  

 

（※ 条例第１６条第５項の規定により通知する場合は，「公益通報者の氏名」欄は省略する。） 



様式第４号（第８条関係） 

 

要 望 等 記 録 兼 報 告 書 

 

所 属 

 

受付日時 

年  月  日 

  時  分 

対応した職員の職名

及び氏名 

 

受 付 形 態 □窓口  □電話  □メール  □その他（       ） 

要望者の住所，氏名等 

（団体にあっては，団

体名，代表者の職及び

氏名） 

 

要 望 等 の 内 容 

□要望  □提言  □相談  □苦情  □その他 

※記入できない場合は別紙に記入し添付 

報 告 

供 覧 欄 

        

        

対 応 方 針 

 

対 応 結 果 

供 覧 欄 

        

        

対 応 結 果 

 

  



様式第５号（第１７条関係） 

 

 

不 当 要 求 行 為 報 告 書 

 

 

年  月  日 

 

 

所 属  

対応した職員の職名及び氏

名 

 

所属長又は上司の職名及び

氏名 

 

不当要求行為のあった日時     年  月  日      時  分 

相 手 方 の 住 所 及 び 氏 名 

（団体にあっては，団体名，

代表者の職及び氏名） 

 

不当要求行為の対象事務  

不 当 要 求 行 為 の 内 容  

対 応 の 状 況  

備 考  

 

推 進 会 議 記 入 欄  外部委員会の調査・審査が   □必要    □不要 



様式第６号（第１８条関係） 

 

 

不 当 要 求 行 為 不 提 出 報 告 書 

 

 

年  月  日 

                 様 

 

総社市コンプライアンス推進会議委員長 

 

所 属  

対応した職員の職名及び氏

名 

 

所属長又は上司の職名及び

氏名 

 

不当要求行為のあった日時     年  月  日      時  分 

相 手 方 の 住 所 及 び 氏 名 

（団体にあっては，団体名，

代表者の職及び氏名） 

 

不当要求行為の対象事務  

不 当 要 求 行 為 の 内 容  

不 提 出 の 理 由  

備 考  

 

外 部 委 員 会 記 入 欄  外部委員会の調査・審査が   □必要    □不要 



様式第７号（第１９条関係） 

 

 

不 当 要 求 行 為 審 査 結 果 通 知 書 

 

 

年  月  日 

                 様 

 

総社市コンプライアンス外部委員会会長 

 

 不当要求行為に該当するか否かについて，調査及び審査を行った結果を次のとおり通知します。 

 

所 属  

対応した職員の職名及び氏

名 

 

所属長又は上司の職名及び

氏名 

 

不当要求行為のあった日時     年  月  日      時  分 

相 手 方 の 住 所 及 び 氏 名 

（団体にあっては，団体名，

代表者の職及び氏名） 

 

不当要求行為の対象事務  

不 当 要 求 行 為 の 内 容  

審 査 結 果 不当要求行為に  □ 該当する  □ 該当しない 

外 部 委 員 会 の 意 見  

 


